
対象
市民参加
事項

対象事項の概要
市民参加の方法
（審議会等は名称）

実施日や参加人数など 担当部署

意見交換会 １月28日、２月１日、２月２日　延べ17人

意見公募 １月22日～２月10日　意見なし

紫波町介護保険運営協
議会

８月23日、11月30日、３月１日

アンケート

7月10日～7月31日
対象：町内保育・子育て支援施設（全14施設）を
利用する保護者
回答率：34.7％（277世帯/798世帯）

意見交換会 ８月31日　11人

意見公募 12月20日～1月11日　意見５件

元気はつらつ委員会
第１回　８月７日　11人
第２回　２月２日　９人

アンケート調査

９月１日～９月22日
【一般住民】1,000人、回収259人(25.9％）
【障がい者】1,000人、回収370人（37.0％）
【小中学生】571人、回収528人（92.5％）
【高校生】20人、回収20人（100％）

意見交換会 11月22日、36人

意見公募 １月22日～２月12日　意見なし

紫波町障がい者計画策
定委員会

11月29日、12月25日、２月28日

アンケート調査

８月７日～８月31日
対象：地区別男女別年齢階層別に無作為抽出
した1,500人
回収率：33.9％

意見交換会 ８月31日、11月７日、12月2日　延べ59人

意見公募 12月20日～１月11日　１件

紫波町いのち支える自
殺対策計画策定委員会

10月31日、12月１日、１月30日

まちづくり座談会での意
見聴取

６月～７月

パブリックコメント ７月11日～８月４日　意見４件

意見交換会 ３月９日　23人

意見公募 ２月15日～３月５日　意見なし

意見公募 12月14日～１月９日　意見なし

アンケート調査

10月13日～11月２日
調査対象：町内在住の18歳～75歳までの男女
2,500人
回答者数：861人（回答率34.4％）

紫波町総合計画審議会 11月１日、12月11日、１月16日、１月29日

意見公募 １月13日～２月１日　意見１件

紫波町地域公共交通会
議

１月10日、２月８日

サポーター意見交換会 11月24日　17人

意見公募 12月22日～1月11日　２件

紫波町男女共同参画推
進委員会

７月31日、11月６日、２月６日

意見公募 １月19日～２月９日　意見なし

有識者意見照会
（紫波町総合計画審議
会）

11月１日、12月11日、１月16日、１月29日

アンケート
８月～10月
一般町民：全町民のうち401人回答
中学生：対象562人中470人回答　回答率

紫波町都市再生協議会 10月11日、２月27日

紫波町都市計画審議会 11月2日

令和　5　年度　市民参加実施結果

第９期元気はつら
つ高齢者計画

市民参加
の対象と
なる事項

高齢者が介護や支援が必要な状況になっても可能
な限り住み慣れた地域で、安心して日常生活がで
きるよう地域全体で高齢者を支える体制の構築を
目指す令和6年度から令和8年までの3年を計画期
間とする計画「元気はつらつ高齢者計画」を市民参
加により策定するものです。

長寿介護課

第七次紫波町母子
保健計画

第6次母子保健計画は令和5年度までの計画期間
としている。第2次健やか親子21(対象期間は、平
成27年度から令和6年度までの10年間)の指標を
考慮し、令和6年度から4年間の母子保健事業計画
を策定するものです。

健康福祉課

紫波町障がい福祉
プラン

障害者基本法に基づく障がい福祉の総合的な計
画と、障害者福祉サービスや地域生活支援事業等
の必要量の見込みを定める計画を策定するもので
す。

健康福祉課

第２期紫波町いの
ち支える自殺対策
計画

現行の自殺対策計画は令和５年度までの計画期
間としております。国の自殺総合対策大綱の重点
施策や町の動向を踏まえた自殺対策を総合的に
推進するため、令和６年度から５年間の計画を策
定するものです。

健康福祉課

東根山の日条例

当町の観光資源である「東根山」を内外に広め、
「東根山」に対する町の姿勢を示すべく、「東根山」
の標高にちなんで９月28日を「あづまね山の日（仮
称）」とする条例を制定するものです。 商工観光課

(仮称)紫波町公正
な職務の執行の確
保等に関する条例

標記条例の制定に係る立法事実の検討に当たり、
（仮称）自治体コンプライアンスフォーラムを開催し
意見交換を行い、及び条例に係る意見公募を行う
ものです。 総務課

第三次紫波町総合
計画後期基本計画

令和２年度から９年度までを計画期間とする第三
次総合計画について、令和５年度で前期計画が終
了します。前期を振り返り後期４年間の取組みに向
けて計画を改訂し、暮らし心地の良いまちを実現し
ていきます。

企画課

紫波町地域公共交
通計画

紫波町における地域公共交通の現状・問題点、課
題を踏まえ、持続可能な公共交通を確立すること
を目的として、紫波町地域公共交通計画(仮称)を
策定します。 企画課

第３次紫波町男女
共同参画推進計画

男女共同参画社会の実現を図るために策定した原
稿第二次紫波町男女共同参画計画～紫あ波せ
あっぷるプラザⅡ～の計画期間が令和５年度と
なっているため、令和６年度から令和15年度までの
10年を計画期間とする「第三次紫波町男女共同参
画推進計画」を市民参加により策定するものです。

企画課

第２次紫波町国土
強靭化地域計画

近年相次ぐ大規模自然災害に対して、人命を守
り、経済社会への被害が致命的にならず迅速に回
復する「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会
システムを平時から構築することを目的とした計
画。現計画が令和５年度までとなっているため、令
和６年度から９年度までの４年間を計画期間とし
て、計画を改訂するものです。

企画課

紫波町都市計画マ
スタープラン及び立
地適正化計画

人口減少、高齢化社会においても持続可能なまち
づくりを推進するため、都市再生特別措置法の改
定で制度化された立地適正化計画を策定するとと
もに、策定後10年を経過した紫波町都市計画マス
タープランの中間見直しを実施するものです。
※策定期間：令和５年度～令和６年度

都市計画課



紫波町子ども・子
育て支援事業計画

令和７年度から令和11年度までの５年を計画期間
とする「第三期紫波町子ども・子育て支援事業計
画」を市民参加により策定するものです。
※策定期間：令和５年度～令和６年度

基礎調査・分析
12月～１月
就学前児童の保護者1,626名、小学生（1年生
～3年生）の保護者811名　計2,437名

こども課

意見交換会 ８月23日　11人

子ども・子育て会議 1月18日

佐比内公民館の移
転

地域住民が集う公共施設の安全性を確保する観
点から、防災上、安全な場所に移転するもの。 佐比内公民館移転検討

委員会
7月4日 生涯学習課

意見交換会（住民説明
会）

１月（紫波町役場、彦部公民館、志和公民館）
延べ３名

意見公募 １月10日～１月30日　意見なし

意見交換会 １月24日、１月29日　延べ15人

意見公募 １月５日～１月25日　意見なし

紫波町環境保全審議会 2月9日

紫波町国民健康保険
第３期データヘルス
計画（第４期特定健
康診査等実施計画）

被保険者の健康増進、生活習慣病読簿や重症化
予防、さらには健康寿命の延伸および医療費の適
正化を図ることを目的として本計画を策定するもの
です。

意見公募 12月26日～１月26日　意見なし 町民課

サポーター意見交換会 11月24日　17人

意見公募 12月22日～1月11日　意見４件

紫波町男女共同参画推
進委員会

7月～3月

シンポジウム １月14日　延べ75人

意見公募 12月20日～１月24日　意見26件

紫波町町有財産活
用事業（旧片寄小
学校）実施方針の
策定

旧片寄小学校は、他分野との掛け合わせによるこ
れからの農産業の形を示しながら、若者をはじめと
する多くの人が見ることができ、農業への関心を醸
成し、農業者の創出・育成などにつながる拠点とす
るために活用することを方針とします。

意見公募 ８月28日～９月27日　意見なし 資産経営課

古館駅前地区都市
再生整備計画　事
後評価

古館駅周辺において、「古館駅前地区都市再生整
備計画」を作成し、誰もが快適で安全安心な交通
アクセスのよい駅前空間の形成として、令和元年
度から駅前広場や自転車歩行者専用道路などの
整備に取り組んできました。

意見公募 １月５日～１月25日　意見なし 都市計画課

市民参加
の対象と
なる事項

東部保育所機能の
整理について

東部保育所は彦部児童館の閉鎖に伴い東部地区
の保育ニーズに対応できる環境が整うまでの暫定
的な措置として開所した施設である。令和６年度か
ら東部地区に新たに民設民営の保育所が開所す
ることから暫定的役割を終えるため、東部保育所
機能を整理する。

こども課

紫波町公共施設等
総合管理計画

町の主に公共施設を中心とした各施設の効果的な
維持管理の推進のため、全体的な方針を示したも
のである。策定は平成28年度で、令和３年度及び
令和４年度に総務省から改訂を求める通知があっ
たことから、必要な改訂作業を行うもの。

財政課

地球温暖化対策実
行計画（区域施策
編）

　令和５年４月に水分地区及び志和第８行政区が
脱炭素先行地域に選定され、脱炭素社会構築へ
向けた動きが促進されようとしている。また、この動
きに付随して、当該エリア以外でも脱炭素化へ向
けた取り組みが見込まれるため、本計画の改定を
行う。

地球温暖化対策
課

対象事項
以外で市
民参加す
る事項

紫波町パートナー
シップ（ファミリー
シップ）制度

LGBTQ等性的マイノリティに対して自治体が独自
に「結婚に相当する関係」と認定することで、様々
なサービスや社会的配慮を受けやすくする制度で
す。現在人口の６割をカバーする自治体がすでに
導入しており、町が基本理念として掲げる「多様性
あるまちづくり」の推進の一助になると考えられる
ため、紫波町でも導入を検討するものです。

企画課

紫波町学校給食セ
ンター整備基本方
針書の策定

老朽化した学校給食センターの建て替え（移転）を
行うため、整備方針を定めた整備基本方針書を策
定するとともに、建設予定地域に住む住民を対象
とした住民説明会を開催します。

資産経営課


